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千
歳
市
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
シ
テ
ィ
宣
言

～
２
０
５
０
年
ま
で
に
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
《
実
質
ゼ
ロ
》
を
め
ざ
し
ま
す
～

第１特集

ゼロカーボンシティとはゼロカーボンシティとは
地球温暖化の原因の一つである二酸化炭素などの温室効果ガス排出量を 2050 年までに

《実質ゼロ（排出量と吸収量の均衡）》をめざすことを表明した自治体をいいます。
（令和４年１月 31 日時点で 534 自治体が表明済み／環境省調）

な
ぜ
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
シ
テ
ィ
を
め
ざ
す
の
？
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、
世
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で
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暖
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原
因
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さ
れ
る
気
候
変
動

　

近
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、
世
界
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地
で
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球
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暖
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候
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よ
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が
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い
ま
す
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す
。

　

生
命
や
く
ら
し
を
脅
か
す
《
気
候
危
機
》
か
ら
私
た
ち
自
身
を

　

生
命
や
く
ら
し
を
脅
か
す
《
気
候
危
機
》
か
ら
私
た
ち
自
身
を

守
り
、
ま
た
、
未
来
を
担
う
次
世
代
の
方
に
千
歳
の
豊
か
な
自
然

守
り
、
ま
た
、
未
来
を
担
う
次
世
代
の
方
に
千
歳
の
豊
か
な
自
然

環
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排
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あ
り
ま
す
。

市の二酸化炭素排出量の現状市の二酸化炭素排出量の現状

■国の削減目標基準年度である平成25（2013）年度の市内全域の二酸化炭素排出量は130.3万トン－CO2でしたが、
平成30（2018）年度は129.6万トン－CO2となっており、５年間で0.7万トン－CO2（0.5％）減少しています。

二酸化炭素排出量合計 130.3 万トン－CO2 二酸化炭素排出量合計 129.6 万トン－CO2

地
球
温
暖
化
と
は

大
気
中
に
含
ま
れ
る
二
酸
化
炭
素

な
ど
の
ガ
ス
に
は
、
海
や
陸
な
ど
の

地
球
の
表
面
か
ら
地
球
の
外
に
向
か

う
熱
を
大
気
に
蓄
積
し
て
再
び
地
球

の
表
面
に
戻
す
性
質
「
温
室
効
果
」

が
あ
り
ま
す
。

　

二
酸
化
炭
素
は
、
温
室
効
果
ガ
ス

の
９
割
以
上
を
占
め
て
お
り
、
増
え

す
ぎ
て
し
ま
う
と
、
地
球
表
面
の
熱

が
宇
宙
に
逃
げ
に
く
く
な
り
、
気
温

が
だ
ん
だ
ん
上
昇
し
、
自
然
生
態
系

や
人
類
に
悪
影
響
を
及
ぼ
し
て
し
ま

い
ま
す
。

　

こ
の
ま
ま
地
球
温
暖
化
が
進
む
と

２
１
０
０
年
ま
で
に
世
界
の
平
均
気

温
が
最
大
で
5.7
℃
も
上
昇
す
る
と
い

わ
れ
て
い
ま
す
が
、
す
で
に
産
業
革

命
以
降
1.1
℃
上
昇
し
て
お
り
、
２
度

前
後
ま
で
上
が
る
と
、
人
類
が
努
力

し
て
も
元
に
戻
せ
な
く
な
る
と
い
わ

れ
て
い
ま
す
。

気
温
が
高
く
な
る
と
、
ど
ん

な
こ
と
が
起
こ
る
の

《
異
常
気
象
の
増
加
》　

　

猛
暑
や
集
中
豪
雨
な
ど
の
異
常
気

象
が
増
加
す
る
こ
と
に
よ
り
生
命
や

く
ら
し
が
脅
か
さ
れ
ま
す
。

ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
シ
テ
ィ
の

実
現
に
向
け
て

地
球
温
暖
化
に
対
応
す
る
た
め
、

国
際
社
会
に
お
い
て
は
世
界
の
平
均

気
温
の
上
昇
を
産
業
革
命
前
に
比
べ

て
1.5
℃
ま
で
に
抑
え
る
こ
と
が
目
標

と
し
て
共
有
さ
れ
、
２
０
５
０
年
ま

で
に
世
界
全
体
の
温
室
効
果
ガ
ス
排

出
量
を
実
質
ゼ
ロ
に
す
る
こ
と
が
求

め
ら
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、国
で
は
、

令
和
２
年
10
月
に
２
０
５
０
年
ま
で

に
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
、
脱
炭

素
社
会
の
実
現
を
目
指
す
こ
と
を
表

明
し
ま
し
た
。

　

市
は
、
令
和
３
年
度
か
ら
10
年
間

を
計
画
期
間
と
す
る
第
３
次
千
歳
市

環
境
基
本
計
画
を
策
定
し
、
各
種
対

策
を
進
め
て
い
ま
す
が
、
こ
の
よ
う

な
国
内
外
の
動
向
を
踏
ま
え
、
地
球

温
暖
化
と
い
う
喫
緊
の
課
題
に
対

し
、
市
民
、
事
業
者
、
市
が
一
体
と

な
り
、脱
炭
素
社
会
の
実
現
に
向
け
、

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
や
省

エ
ネ
ル
ギ
ー
活
動
の
取
組
な
ど
に
つ

い
て
、
さ
ら
に
加
速
し
て
い
く
こ
と

が
必
要
で
す
。
こ
の
こ
と
か
ら
、
本

年
２
月
７
日
に
市
長
の
定
例
会
見
の

場
で
、《
千
歳
市
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
シ

テ
ィ
宣
言
》
を
表
明
し
ま
し
た
。

脱
炭
素
化
は
国
際
的
な
潮
流
で
あ

り
、
産
業
界
に
お
い
て
も
、
環
境
、

社
会
、
企
業
統
治
に
配
慮
し
て
い
る

企
業
を
重
視
・
選
別
し
て
投
資
す
る

傾
向
に
あ
る
な
か
、
使
用
電
力
を

100
％
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
で
賄
う

こ
と
な
ど
脱
炭
素
経
営
に
取
り
組
む

企
業
が
増
え
て
い
ま
す
。

《
食
糧
危
機
》

　

農
作
物
が
暑
さ
の
た
め
育
た
な
く

な
り
、
収
穫
量
が
減
少
し
食
糧
危
機

が
起
こ
り
ま
す
。

《
生
物
の
絶
滅
》

　

急
激
な
気
温
変
化
に
対
応
で
き
な

い
動
植
物
は
死
ん
で
し
ま
い
ま
す
。

《
熱
帯
の
病
気
流
行
》

　

暑
い
国
で
し
か
発
生
し
な
か
っ
た

病
気
が
日
本
で
も
流
行
す
る
お
そ
れ

が
あ
り
ま
す
。

【平成 25 年度（国の基準年度）】 【平成 30 年度（最新公表データ）】
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キ
リ
ン
ビ
ー
ル
北
海
道
千
歳
工
場
で
は
、
脱
炭

素
社
会
の
実
現
に
向
け
た
取
り
組
み
の
一
環

と
し
て
、
２
０
２
２
年
１
月
に
太
陽
光
発
電
設
備
を

導
入
し
ま
し
た
。
年
間
発
電
量
は
748
Ｍ
Ｗ
ｈ
（
一
般
家

庭
約
200
世
帯
分
の
消
費
量
）
を
見
込
ん
で
お
り
、
491
ｔ

の
Ｇ
Ｈ
Ｇ
（
Ｇ
ｒ
ｅ
ｅ
ｎ
ｈ
ｏ
ｕ
ｓ
ｅ　

Ｇ
ａ
ｓ
：
温

室
効
果
ガ
ス
）
排
出
量
削
減
と
な
り
ま
す
。
太
陽
光

発
電
電
力
は
Ｐ
Ｐ
Ａ
（
電
力
購
入
契
約
）
モ
デ
ル
と

呼
ば
れ
る
手
法
を
用
い
て
、
Ｍ
Ｃ
Ｋ
Ｂ
エ
ネ
ル
ギ
ー

サ
ー
ビ
ス
株
式
会
社
が
太
陽
光
発
電
設
備
を
設
置
し
、

当
社
が
発
電
電
力
を
購
入
し
て
工
場
内
の
製
造
設
備

に
活
用
し
ま
す
。
ま
た
太
陽
光
発
電
設
備
以
外
に
も

日
々
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
活
動
に
加
え
て
、
近
年
で
は

高
効
率
冷
凍
機
へ
の
更
新
、
照
明
の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
な
ど

の
設
備
投
資
に
よ
っ
て
、
よ
り
積
極
的
に
Ｇ
Ｈ
Ｇ
排

出
量
削
減
を
推
進
し
て
い
ま
す
。
キ
リ
ン
グ
ル
ー
プ

は
２
０
５
０
年
ま
で
に
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
全
体
の

Ｇ
Ｈ
Ｇ
排
出
量
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ
、
２
０
４
０
年
ま
で
に

使
用
電
力
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
100
％
化
を
掲
げ

て
お
り
、
脱
炭
素
社
会
構
築
へ
向
け
て
リ
ー
ド
し
て

い
く
よ
う
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

デ
ン
ソ
ー
北
海
道
で
は
、
２
０
２
５
年
電
力
カ
ー

ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
向
け
、
さ
ま
ざ
ま
な

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
活
動
と
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
創
る
活
動
に

取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
例
と
し
て
、
生
産
ラ
イ
ン
エ
ネ

ル
ギ
ー
計
測
デ
ー
タ
を
活
用
し
た
タ
イ
マ
ー
見
直
し
等

運
用
改
善
に
よ
る
休
日
電
力
削
減
や
、
熱
炉
保
温
に
よ

る
暑
熱
対
策
等
実
施
し
て
お
り
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
省

エ
ネ
知
見
を
活
用
し
、
今
年
度
新
た
に
建
築
し
た
２
期

工
場
で
は
、
排
熱
利
用
や
空
調
抑
制
等
の
省
エ
ネ
技
術

を
導
入
し
、
従
来
工
場
比
マ
イ
ナ
ス
50
％
の
省
エ
ネ
を

実
現
し
て
お
り
ま
す
。
ま
た
、
２
期
工
場
に
併
せ
て
防

災
動
力
セ
ン
タ
ー
・
蓄
電
池
設
備
も
増
築
し
、
深
夜
電

力
を
活
用
す
る
こ
と
で
、
昼
間
の
ピ
ー
ク
電
力
抑
制
が

で
き
、
地
域
電
力
安
定
化
に
貢
献
し
て
お
り
ま
す
。
今

後
は
設
備
ア
イ
ド
リ
ン
グ
改
善
や
、
敷
地
内
・
敷
地
外

へ
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
置
な
ど
に
よ
り
、
二
酸

化
炭
素
を
出
さ
な
い
も
の
づ
く
り
を
め
ざ
し
活
動
を
推

進
し
て
い
き
ま
す
。

支
笏
洞
爺
国
立
公
園
の
利
用
拠
点
で
あ
る
支
笏

湖
集
団
施
設
地
区
を
中
心
と
し
た
支
笏
湖
地

域
で
は
、
王
子
製
紙
株
式
会
社
の
水
力
発
電
に
よ
る
電

力
供
給
を
受
け
て
お
り
、
電
力
の
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
が
達

成
さ
れ
て
い
る
先
進
的
な
地
域
と
い
え
ま
す
。
環
境
省

で
は
、
支
笏
湖
地
域
の
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
化
や
省
エ
ネ
ル

ギ
ー
化
の
取
り
組
み
と
し
て
、
支
笏
湖
ビ
ジ
タ
ー
セ
ン

タ
ー
の
太
陽
光
発
電
改
修
、
支
笏
湖
駐
車
場
に
お
け
る

Ｅ
Ｖ
・
Ｐ
Ｈ
Ｖ
の
駐
車
料
金
無
料
化
、
モ
ラ
ッ
プ
野
営

場
に
お
け
る
Ｅ
Ｖ
充
電
器
の
設
置
な
ど
、
支
笏
湖
地
域

が
持
続
可
能
な
国
立
公
園
と
な
る
よ
う
取
り
組
ん
で
ま

い
り
ま
し
た
。
一
方
で
、
支
笏
湖
地
域
全
体
と
し
て
の

ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
化
の
取
り
組
み
は
、
支
笏
湖
地
域
に
お

住
ま
い
の
方
、
事
業
者
の
方
、
市
や
環
境
省
な
ど
、
官

民
が
連
携
し
な
け
れ
ば
推
進
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ

ん
。
今
回
の
市
の
《
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
シ
テ
ィ
》
宣
言
は
、

支
笏
湖
地
域
の
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
化
に
向
け
た
大
き
な
追

い
風
と
い
え
ま
す
。
環
境
省
と
し
て
引
き
続
き
市
と
連

携
し
、
支
笏
洞
爺
国
立
公
園
の
《
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
パ
ー

ク
》
登
録
な
ど
、
支
笏
湖
地
域
の
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
化
に

向
け
、
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

脱炭素化に向けた取組を紹介します脱炭素化に向けた取組を紹介します～市の脱炭素化に向けた主な取組～～市の脱炭素化に向けた主な取組～

み ん な が で き る ゼ ロ カ ー ボ ン へ の 取 組み ん な が で き る ゼ ロ カ ー ボ ン へ の 取 組
～一人一人の取組により脱炭素化をめざそう～～一人一人の取組により脱炭素化をめざそう～

電化などによる脱炭素型のまちづくりの推進

■ガソリンの利用から電気の利
用へ代えること（電化）で、温
室効果ガスの排出量の削減効果
が期待できます。市は、電気自
動車などの次世代自動車や避難
用車両のハイブリッドバスの導
入などにより、脱炭素型のまち
づくりを推進します。

再生可能エネルギーの導入推進

■再生可能エネルギーは、温室
効果ガスの大幅な削減につなが
ります。市は、再生可能エネル
ギー活用調査の実施、公共施設
への再生可能エネルギー設備の
設置検討、各種支援制度の情報
発信などにより、再生可能エネ
ルギーの導入を推進します。

自然環境の保全

■支笏洞爺国立公園では、国立
公園における先行して脱炭素化
に取り組むエリアである《ゼロ
カーボンパーク》の登録に向け
た取組や二酸化炭素の吸収源と
なる民有林の適切な整備・管理
などを推進します。

省エネルギーの推進

■節電や省エネ商品を使うこと
は、支出を抑えるだけではなく、
二酸化炭素の排出量を減らすこ
とができます。市は、公共施設
や市街路灯の LED 化などの推進、
省エネルギー化の普及に向けた
支援制度の情報提供などにより
省エネルギーを推進します。

宅配サービスの受取改善
■ネット通販の普及により、配送車
の移動量が増えました。受取時間を指
定するなど、効率よく受け取り、二
酸化炭素の排出量を減らしましょう。

地産地消
■食品は、生産、輸送など各段階で多
くのエネルギーを消費します。地域で
生産されたものを消費することは、二
酸化炭素排出量の削減につながります。

脱炭素型製品の選択
■簡易な包装商品や詰め替え製品な
どの環境に配慮した商品を選択する
ことは、環境負荷の低減につながり
ます。

家庭
■電化製品を高効率なものに買い替え
たり、季節に合わせた服装で効率よく
冷暖房を使用することで、二酸化炭素
排出量や光熱費の削減につながります。

省エネ
■エネルギーをつくるときにも二酸
化炭素が排出されます。省エネに取
り組むことで、二酸化炭素排出量の
削減や光熱費の節約につながります。

スマートムーブ
■さまざまな移動手段を工夫して、
二酸化炭素排出量を削減するスマー
トムーブ。徒歩や公共交通機関を利
用してエコな移動を実践しましょう。

株式会社デンソー北海道
経営管理部　
環境担当
中村　英和 さん

キリンビール株式会社
北海道千歳工場

エンジニアリング
環境安全担当

 西田　圭佑さん

環境省 
支笏洞爺国立公園

管理事務所 
国立公園管理官

 田島 秀一郎 さん
市民環境部 環境課 環境計画係　
( (24) 0590 　　　(22) 8851
▪∨ｅ kankyo@city.chitose.lg.jp　　▪HP  https://www.city.chitose.lg.jp/
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